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指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント重要事項説明書 

（令和 6年 4月現在） 

 

あなた（利用者）に対する指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供開

始にあたり，事業所があなたに説明すべき重要事項は次のとおりです。 

 

１ 事業所の概要 

事 業 所 名 飯島地域包括支援センター金寿園 

住   所 秋田市土崎港北 7丁目５－６６ 

事業所番号 第 0500100524 号 

連 絡 先 電 話 018-853-5820 ＦＡＸ 018-853-5821 

管理者氏名 西村 俊明 

サービス提供地域 秋田市が定める北４圏域（飯島 JR東側、港北、土崎港北） 

 

運営方針 

個人の尊厳を大切にし、利用者が住み慣れた地域で安心して快適

な生活が営まれるよう、地域で信頼され、喜ばれるサービスの提供

を、効率的で柔軟な経営を持って行なうことにより、秋田市におけ

る地域福祉の向上に寄与します。 

 

２  事業所の職員体制等 

職  種 常 勤 非常勤 備  考 

(1) 管理者 

主任介護支援専門員 

１名   ― 事業所の職員の管理及び業務を一元的に行う 

(2)保健師 １名 名 介護予防サービス・支援計画作成業務の実施 

(3)社会福祉士 ２名 名 介護予防サービス・支援計画作成業務の実施 

(4)認知症地域支援推進員 １名 名 介護予防サービス・支援計画作成業務の実施 

 

 

３ サービス提供時間 

営業日 月曜日～金曜日 

営業時間 午前 8時 30分～午後 5時 30分  

休日 土曜日・日曜日・祝日・年末年始（12月 29日～1月 3日） 

ただし、緊急時等については、２４時間連絡が取れる体制とする。 
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４  サービス利用料 

（１）介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントについては、原則として、利用者の

自己負担はありません。 

（２）利用者の介護保険料の滞納等により、地域包括支援センター（指定介護予防支援

事業所）に直接介護保険給付が行なわれない場合があります。その場合、利用者に

次の利用料をお支払いただきます。 

区  分 要支援１・２ 

事業対象者 

加算（初回） 加算（委託連携） 

利 用 料 ４，４２０円 ３，０００円 ３，０００円 

 

５ 当事業所が提供するサービス 

当事業所では、指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントとして次のサービ

スを提供します。 

（１）「介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等記録表）」（以下

「支援計画書」という。）の作成 

利用者のご家庭を訪問して、利用者の心身の状況、置かれている環境、利用者が

何をしたいのか、どのような生活を送りたいのかといった要望等を把握したうえで、

介護予防サービス及びその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス、当該地域

の住民による自発的な活動によるサービス等(以下「指定介護予防サービス等」とい

う。)が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して、支援計画書を作成します。 

  

（２）支援計画書の交付 

   保健師その他指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに関する知識を

有する職員(以下「担当者」という。)は、支援計画書を作成した際には、当該支援

計画書を利用者および当該計画に位置づけた指定介護予防サービス事業者等に交

付します。 

 

（３）支援計画書作成後の便宜の供与 

利用者およびその家族等、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行

い、支援計画書の実施状況を把握します。 

支援計画書の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定介護予防サービス事業

者等との連絡調整を行います。 

担当者は、支援計画書に位置づけた期間が終了するときは、当該計画の目標の達

成状況について評価を行います。利用者の意思を踏まえて、要支援認定の更新申請

および要介護認定申請等に必要な援助を行います。 
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（４）支援計画書の変更 

   利用者が支援計画書の変更を希望した場合、または事業者が支援計画書の変更が

必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意に基づき、支援計画書を変更し

ます。 

 

＜支援計画書の作成の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）医療機関等との連携 

  ①  事業者は、医療系サービスを利用する際に意見を求めた主治の医師等に対して、

支援計画書を交付します。また、指定介護予防サービス事業者等から伝達された

③担当者は、利用者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、利

用者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、利用者

およびその家族の意向を踏まえた具体的な目標、その目標を達成

するための支援の留意点、利用者および指定介護予防サービス事

業者等が目標を達成するために行うべき支援内容およびその期間

等を盛り込んだ支援計画書の原案を作成します。 

②担当者は支援計画書の作成の開始にあたって、利用者に対して「複

数の事業所等の紹介を求めることや、当該事業所を支援計画書に

位置付けた理由を求めることができる」旨を説明し、利用料等の

情報を適正に利用者又はその家族等に対して提供して、利用者に

サービスの選択を求めます。 

①事業者は、担当者に支援計画書の作成に関する業務を担当させま

す。 

④担当者は、前項で作成した支援計画書の原案に盛り込んだ指定介護

予防サービス等について、保険給付または第一号事業支給費の対象

となるか否かを区分した上で、その種類、内容、利用料等について

利用者及びその家族等に対して説明し、利用者の同意を得た上で決

定するものとします。 
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利用者の口腔に関する問題や服薬状況、担当者が把握した状況等について、主治

の医師や歯科医師、薬剤師等に必要な情報伝達を行います。 

② 事業者は、利用者が医療機関へ入院する場合には、担当者の氏名等を入院先医

療機関に提供するよう利用者に依頼します。 

③ 障害福祉サービスを利用してきた方が介護保険サービスを利用する場合、障害

福祉制度の特定相談支援事業者との連携に努めます。 

 

６ 業務の委託 

（１）事業者は利用者の同意を得たうえで、利用者に提供する指定介護予防支援及び介

護予防ケアマネジメント業務の一部を指定居宅介護支援事業者に委託することが

できるものとします。 

（２）利用者は、委託した指定居宅介護支援事業者の変更を申し出ることができるもの

とします。 

 

７ 契約期間 

契約の期間は、契約を開始する日から当該年度末までとします。 

ただし、契約期間の満了日の７日前までに利用者から契約終了の申出がないときは、

この契約は次年度の３月３１日まで自動更新されます。 

   

８ 契約の終了 

（１）契約期間中に、以下の事項に該当するに至った場合には、事業者との契約は終了

します。 

① 利用者が死亡したとき 

② 利用者が介護保険施設へ入所したとき 

③ 事業者が解散命令を受けたとき、破産したとき又はやむを得ない事由により事

業所を閉鎖したとき 

④ 事業所が介護保険の指定を取り消されたとき又は指定を辞退したとき 

⑤ 利用者の介護認定区分が、非該当（事業対象者を除く。）又は要介護（１～５）

認定となってから、要支援（１・２）認定又は事業対象者にならないまま２年経

過したとき 

 

（２）契約の有効期間中、この契約を解約することができます。この場合には、契約終

了を希望する日の７日前までに事業者に通知するものとします。 

    また、以下の事項に該当する場合には、直ちに契約を解約することができます。 
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① 事業者が、正当な理由なく、介護保険法令及びこの契約書に定めた事項を遵守

せずにサービスの提供を怠つたとき 

② 事業者が守秘義務に違反したとき 

③ 事業者が故意又は過失により利用者およびその家族の生命・身体・財産・信用

等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他この契約を継続しがたい重大な事情が

認められるとき 

（３）事業者は、利用者が以下の事項に該当する場合には、この契約を解除することが

できます。 

① 指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの提供にあたり、利用者が心

身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知

などを行い、その結果、この契約を継続しがたい重大な事情を生じさせたとき  

② 利用者が、故意又は重大な過失により事業者若しくは担当者の生命・身体・財

産・信用等を傷付け、又は著しい不信行為を行うことなどによってこの契約を継

続しがたい重大な事情を生じさせたとき 

 

９ 事故発生時等の対応(損害賠償) 

サービスの提供により事故が発生したときには、速やかに利用者の家族、秋田市等

に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

   利用者に対するサービスの提供に伴って、事業者の責めに帰すべき事由により、利

用者に損害を及ぼしたときは、速やかに損害を賠償します。但し、利用者又はその家

族に重大な過失があるときは、賠償額を減額することがあります。 

 

１０ 秘密保持 

（１）事業者およびその職員は、正当な理由がない限り、利用者に対するサービスの提 

供に当たって知り得た利用者又はその家族に関する秘密を漏らしません。 

（２）事業者は、事業者の職員が退職後、在職中に知り得た利用者又はその家族に関す

る秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じます。 

（３）事業者は、利用者又はその家族に関する個人情報を用いる場合、利用者又はその

家族の同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利用者又はその家族

の個人情報を用いません。 

（４）事業者は、指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント業務の一部を指定居

宅介護支援事業者に委託した場合において、利用者又はその家族に関する秘密保持

について必要な措置を講じます。 

 

１１ 記録・保存 
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（１）事業者は、利用者に対する指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの実

施について記録を作成し、その完結の日から２年間保管します。 

（２）利用者は、前項の記録を閲覧することができるとともに、その複写物の交付を受

けることができます。 

（３）事業者は、利用者が要介護認定を受けた場合その他利用者から申出があった場合

は、利用者に対し、直近の支援計画書並びにその実施状況に関する書類を交付しま

す。 

 

１２ サービス提供を行う担当者 

（１）身分証の携帯 

   担当者は、その勤務中常に身分証を携帯し、初回訪問時および利用者から求め

られた時は、これを提示するものとします。 

（２）担当者の交替 

① 事業者からの担当者の交替 

事業者の都合により、担当者を交替することがあります。担当者を交替する場

合は、利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するも

のとします。 

② 利用者からの交替の申出 

選任された担当者の交替を希望する場合には、当該担当者が業務上不適当と認

められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して担当者

の交替を申出ることができます。 

ただし、利用者から特定の担当者の指名はできません。 

 

１３ 高齢者虐待防止に関する事 

（１）センターは、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するた

めに、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

① 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 
虐待防止・身体拘束廃止委員会 委員

長 三浦暁子 

② 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について

職員に周知徹底を図っています。 

③ 虐待防止のための指針の整備をしています。 

④ 職員に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（２）センターは、サービス提供中に、当該事業者職員または養護者（利用者の

家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発

見した場合は、速やかにこれを市町村に通報するものとする。 
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１４ 衛生管理等 

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講

じます。 

（１）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を

おおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底し

ています。 

（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

（３）職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施

します。 

 

１５ 業務継続計画の策定等について 

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護予防支援及び介護

予防ケアマネジメントの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従っ

て必要な措置を講じます。 

（２） 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行い

ます。 

 

１６ ハラスメント対策について 

  事業所は、適切な指定介護老人福祉施設サービスの提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員等の就業環境が害されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置を講じるものとする。 

 

 

１６ 相談窓口、苦情対応  

  ○ サービスに関する相談や苦情については、次の窓口にご連絡願います。 

 

苦情相談窓口 

住  所  秋田市下新城笠岡字川向 28番地  

電  話  018-857-3811  

ＦＡＸ  018-857-3810 

担当者 施設長：三浦 暁子 

 

 対応時間 午前 8時 30分～午後 5時 30分 月～金（祝日、年末年始除く）  
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苦情相談窓口 

住  所  秋田市土崎港北 7丁目５－６６  

電  話  018-853-5820  

Ｆ ＡＸ  018-853-5821 

担当者 管理者：西村 俊明 

 

 対応時間 午前 8時 30分～午後 5時 30分 月～金（祝日、年末年始除く）  

   

 

第三者委員 

担当者  安田 正衛 ０９０－７０７３－８４５１ 

毎週火曜日 14:00～16:00 

 

  

担当者  山田 昇  ０１８－８４５－８８０５ 

毎週火曜日 16:00～18:00 

 

  

 

○ 公的機関においても、次の機関において苦情申出等ができます。  

 住 所  秋田市山王一丁目１番１号 

秋田市 介護保険課 電 話  ０１８－８８８－５６７４ 

 Ｆ ＡＸ  ０１８－８８８－５６７３ 

 対応時間 午前８時３０分～午後５時１５分、月～金（祝日、年末年始除く） 

 住 所  秋田市山王一丁目１番１号 

秋田市 長寿福祉課 電 話  ０１８－８８８－５６６８ 

 Ｆ ＡＸ  ０１８－８８８－５６６７ 

 対応時間 午前８時３０分～午後５時１５分、月～金（祝日、年末年始除く） 

 住 所  秋田市山王四丁目２番３号 

秋田県国民健康保険 電 話  ０１８－８８３－１５５０ 

団体連合会（国保連） Ｆ ＡＸ  ０１８－８８３－１５５１ 

 対応時間 午前９時～午後５時、月～金（祝日、年末年始除く） 

  

１７ 法人の概要  

名称・法人種別 社会福祉法人 秋田中央福祉会 

代表者名 理事長 進藤 文仁 

所在地・電話 秋田市・018-803-9011 

業務の概要 高齢者介護サービス事業、保育事業 

事業所数 ８事業所 
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【 説明確認欄 】 

 

      令和  年  月  日 

 

  指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントにかかる契約の締結にあたり、上記

のとおり重要事項を説明しました。 

 

（事業所）          住  所   秋田市土崎港北 7丁目 5－66         

事業所名  飯島地域包括支援センター金寿園      

                     説 明 者（署名）                     

 

（業務委託先）        住  所                                          

  居宅介護支援事業者   事業所名                       

                      担 当 者（署名）                              

 

※ 居宅介護支援事業者欄は、居宅介護支援事業者による介護予防サービス・支援計画

原案の作成を希望された場合（契約の代行を含む）のみ記入 

 

 

   私は、指定介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントに係る契約の締結にあたり、

上記のとおり説明を受け、その内容に同意しました。 

  

                 利用者   住 所                                          

氏 名（署名）                                 
 
続 柄 

□ 上記署名は、              （     ）が代行しました。 

 

                   代理人又は立会人 

住 所                                          

                            氏 名（署名）                                 

              利用者との関係（               ） 


